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第１章 都道府県別の比較
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［都道府県名］
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平成19年事業所数（卸売業）

15,000
10,000
5,000

15千事業所以上

10千事業所以上 ～ 15千事業所未満

5千事業所以上 ～ 10千事業所未満

5千事業所未満

平成19年／16年事業所数（卸売業）前回比

(％)

-5.9
-7.9
-9.9
-11.9

▲ 6％超

▲ 6％以下 ～ ▲ 8％未満

▲ 8％以下 ～ ▲10％未満

▲10％以下 ～ ▲12％未満

▲12％以下

都道府県別比較：卸売事業所数

－ 卸売業の事業所数は全都道府県で減少 －

平成１９年の卸売業の事業所数は、３３５千事業所となりました。これを都道府

県別にみると、１４.１％が東京（４７千事業所）に、９.９％が大阪（３３千事業所）に立

地しています。次いで、愛知、福岡、北海道の順に多く、これら上位５都道府県で全

国の３９.５％を占めています。

平成１６年と比べると、全都道府県で減少（対平成１６年比▲１０.８％減）してお

り、このうち、２３都道府県が２桁の減少となっています。減少率が大きいのは、東

京（同▲１７.０％減）、島根（同▲１５.３％減）、大阪（同▲１３.３％減）、大分（同▲

１３.２％減）などです。

［卸売業］都道府県別事業所数（平成１９年）

［卸売業］都道府県別事業所数の対平成１６年比
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平成19年事業所数（小売業）

60,000
40,000
20,000

6万事業所以上

4万事業所以上 ～ 6万事業所未満

2万事業所以上 ～ 4万事業所未満

2万事業所未満

平成19年／16年事業所数（小売業）前回比

(％)

-6.9
-7.9
-8.9
-9.9

▲ 7％超

▲ 7％以下 ～ ▲ 8％未満

▲ 8％以下 ～ ▲ 9％未満

▲ 9％以下 ～ ▲10％未満

▲10％以下

都道府県別比較：小売商店数

－ 小売業の商店数は全都道府県で減少 －

平成１９年の小売業の商店数は、１１４万商店となりました。これを都道府県別に

みると、９.０％が東京（１０万商店）に、６.６％が大阪（７万商店）に立地しています。

次いで、愛知、神奈川、兵庫の順に多く、これら上位５都府県で全国の２９.８％を占

めています。

平成１６年と比べると、全都道府県で減少（対平成１６年比▲８.１％減）しており、

このうち６都県が２桁の減少となっています。減少率が大きいのは、徳島（同▲

１２.６％減）、和歌山（同▲１２.０％減）、愛媛（同▲１１.２％減）、山口（同▲１０.６％

減）、東京（同▲１０.１％減）などです。

［小売業］都道府県別商店数（平成１９年）

［小売業］都道府県別商店数の対平成１６年比
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平成19年年間商品販売額（卸売業）

(億円)

100,000
50,000
20,000

10兆円以上

5兆円以上 ～ 10兆円未満

2兆円以上 ～ 5兆円未満

2兆円未満

平成19年／16年年間商品販売額（卸売業）前回比

(％)

5.0
2.0
0.0
-1.9
-4.9
-9.9

5％以上

2％以上 ～ 5％未満

0％以上 ～ 2％未満

▲ 2％以上 ～ 0％未満

▲ 5％以上 ～ ▲ 2％未満

▲10％以上～ ▲ 5％未満

▲10％未満

都道府県別比較：卸売業年間商品販売額

－ 卸売業の年間商品販売額は、２８都道府県で減少 －

平成１９年の卸売業の年間商品販売額は、４１４兆円となりました。これを都道

府県別にみると、３９.９％が東京（１６５兆円）、１２.６％が大阪（５２兆円）に立地して

いる卸売業が占めています。次いで、愛知、福岡、神奈川の順に多く、これら上位

５都府県で全国の６８.０％を占めています。

平成１６年と比べると、２.０％の増加となっています。このうち２８道府県で減少、

１９都府県で増加となっています。増加率が大きいのは、群馬（対平成１６年比

２０.０％増）、神奈川（同８.９％増）、千葉（同６.７％増）、愛知（同６.７％増）、埼玉

（同６.１％増）などです。

［卸売業］都道府県別年間商品販売額（平成１９年）

［卸売業］都道府県別年間商品売額の対平成１６年比
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平成19年年間商品販売額（小売業）

(億円)

80,000
50,000
20,000

8兆円以上

5兆円以上 ～ 8兆円未満

5兆円以上 ～ 2兆円未満

2兆円未満

平成19年／16年年間商品販売額（小売業）前回比

(％)

4.0
2.0
0.0
-1.9
-3.9

4％以上

2％以上 ～ 4％未満

0％以上 ～ 2％未満

▲2％以上 ～ 0％未満

▲4％以上 ～ ▲2％未満

▲4％未満

都道府県別比較：小売業年間商品販売額

－ 小売業の年間商品販売額は２２都府県で増加 －

平成１９年の小売業の年間商品販売額は、１３５兆円となりました。これを都道

府県別にみると、１２.８％が東京（１７兆円）に、７.２％が大阪（１０兆円）に立地して

います。次いで、神奈川、愛知、埼玉の順に多く、これら上位５都府県で全国の

３７.２％を占めています。

平成１６年と比べると、１.１％の増加となっています。このうち、２５道府県が減少

となり、２２都府県が増加となっています。増加率が大きいのは、沖縄（対平成

１６年比９.１％増）、千葉（同５.５％増）、三重（同５.０％増）、埼玉（同４.７％増）、愛

知（同４.５％増）などです。

［小売業］都道府県別年間商品販売額（平成１９年）

［小売業］都道府県別年間商品販売額の対平成１６年比
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平成19年就業者数（卸売業）

(人)

200,000
60,000
30,000

40万人以上

20万人以上～40万人未満

10万人以上～20万人未満

10万人未満

平成19年／16年就業者数（卸売業）前回比

(％)

0.0
-5.9
-8.9
-11.9

0％以上

▲ 6％以上 ～ 0％未満

▲ 9％以上 ～▲ 6％未満

▲12％以上 ～▲ 9％未満

▲12％未満

都道府県別比較：卸売業就業者数

－ 卸売業の就業者数は４６都道府県で減少 －

平成１９年の卸売業の就業者数は、３６２万人となりました。都道府県別にみると、

２２.５％が東京（８２万人）に、１１.４％が大阪（４１万人）に立地している卸売業が占

めています。次いで、愛知、福岡、神奈川の順に多く、これら上位５都府県で全国

の４９.９％を占めています。

平成１６年と比べると、▲８.４％の減少となっています。このうち、群馬を除く

４６都道府県で減少となっています。減少率が大きいのは、高知（対平成１６年比▲

１６.２％減）、島根（同▲１５.１％減）、北海道（同▲１２.９％減）、徳島（同▲１２.６％

減）、熊本（同▲１２.４％減）などです。

［卸売業］都道府県別就業者数（平成１９年）

［卸売業］都道府県別就業者数の対平成１６年比
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平成19年就業者数（小売業）

(人)

300,000
120,000
80,000

30万人以上

12万人以上 ～ 30万人未満

8万人以上 ～ 12万人未満

8万人未満

平成19年／16年就業者数（小売業）前回比

(％)

0.0
-1.9
-3.9
-5.9

0％以上

▲2％以上 ～ 0％未満

▲4％以上 ～▲2％未満

▲6％以上 ～▲4％未満

▲6％未満

都道府県別比較：小売業就業者数

－ 小売業の就業者数は４４都道府県で減少 －

平成１９年の小売業の就業者数は、８０６万人となりました。都道府県別にみると、

１１.０％が東京（８８万人）に、６.８％が大阪（５５万人）に立地している小売業が占

めています。次いで、神奈川、愛知、埼玉の順に多く、これら上位５都府県で全国

の３４.３％を占めています。

平成１６年と比べると、▲３.８％の減少となっています。このうち、４４都道府県が

減少となっています。減少率が大きいのは、富山（対平成１６年比▲７.９％減）、島

根（同▲７.２％減）、北海道（同▲７.１％減）、長崎（同▲６.６％減）、愛媛（同▲６.４

％減）などです。

［小売業］都道府県別就業者数（平成１９年）

［小売業］都道府県別就業者数の対平成１６年比
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１９年１事業所あたり販売額（卸）

(卸（万円）)

80,000
70,000
60,000
50,000

80千万円以上

70千万円以上 ～ 80千万円未満

60千万円以上 ～ 70千万円未満

50千万円以上 ～ 60千万円未満

50千万円未満

１９年／１６年１事業所あたり販売額（卸）前回比

(％)

15
10
5
0

15％以上

10％以上～15％未満

5％以上～10％未満

0％以上～ 5％未満

0％未満

都道府県別比較：単位あたり比較①

－ 卸売業の１事業所あたり年間商品販売額は

４０都道府県で増加 －

平成１９年の卸売業の１事業所あたりの年間商品販売額を都道府県別にみると、

東京が３５億円、大阪が１６億円、愛知が１５億円、福岡及び宮城が１１億円となっ

ています。

平成１６年と比べると、７県で減少、４０都道府県で増加となっています。増加率

の大きいのは、神奈川（対平成１６年比２５.５％増）、群馬（同２５.０％増）次いで、

東京、茨城、愛知などです。

［卸売業］都道府県別１事業所あたりの年間商品販売額（平成１９年）

［卸売業］都道府県別１事業所あたりの年間商品販売額の

対平成１６年比
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１９年１事業所あたり販売額（小売業計）

(小売（万円）)

12,000
11,000
10,000
9,000

12千万円以上

11千万円以上 ～ 12千万円未満

10千万円以上 ～ 11千万円未満

9千万円以上 ～ 10千万円未満

9千万円未満

１９年／１６年１事業所あたり販売額（小売業計）前回比

(％)

12
10
8
6

12％以上

10％以上 ～ 12％未満

8％以上 ～ 10％未満

6％以上 ～ 8％未満

6％未満

都道府県別比較：単位あたり比較②

－ 小売業の１商店あたり年間商品販売額は全都道府県で増加 －

平成１９年の小売業の１商店あたりの年間商品販売額を都道府県別にみると、

東京が１７千万円、神奈川が１６千万円、千葉及び愛知が１５千万円、埼玉１４千

万円となっています。

平成１６年と比べると、全都道府県で増加となっています。増加率の大きいのは、

沖縄（対平成１６年比１６.７％増）、東京（同１４.５％増）次いで、千葉、三重、岡山

などです。

［小売業］都道府県別１商店あたりの年間商品販売額（平成１９年）

［小売業］都道府県別１商店あたりの年間商品販売額の

対平成１６年比
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１９年１事業所あたり 売場面積（小売業計）

(小売（ ㎡）)

180
170
160
150

180㎡以上

170㎡以上 ～ 180㎡未満

160㎡以上 ～ 170㎡未満

150㎡以上 ～ 160㎡未満

150㎡未満

１９年／１６年１事業所あたり 売場面積（小売業計）前回比

(％)

18
16
14
12

18％以上

16％以上 ～ 18％未満

14％以上 ～ 16％未満

12％以上 ～ 14％未満

12％未満

都道府県別比較：単位あたり比較③

－ 小売業の１商店あたりの売場面積は全都道府県で増加 －

平成１９年の小売業の１商店あたり売場面積を都道府県別にみると、滋賀が

１９５㎡、三重が１９２㎡、北海道が１８８㎡、千葉及び茨城が１８７㎡の順となってい

ます。

平成１６年と比べると、全都道府県で増加となっています。このうち、増加率が大

きいのは、和歌山（対平成１６年比３２.８％増）、宮城（同２４.３％増）、石川（同

２２.４％増）、大分（同２１.３％増）、愛媛（同２０.８％増）などです。

［小売業］都道府県別１商店あたりの売場面積（平成１９年）

［小売業］都道府県別１商店あたりの売場面積の対平成１６年比
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１９年売場面積1㎡当たり年間販売額（小売業計）

(小売（万円）)

64
58
52

64万円以上

58万円以上 ～ 64万円未満

52万円以上 ～ 58万円未満

52万円未満

１９年／１６年売場面積1㎡当たり年間販売額（小売業計）前回比

(％)

0.0
-2.9
-4.9
-6.9
-8.9

0％以上

▲3％以上 ～ 0％未満

▲5％以上 ～ ▲3％未満

▲7％以上 ～ ▲5％未満

▲9％以上 ～ ▲7％未満

▲9％未満

都道府県別比較：単位あたり比較④

－ 小売業の売場面積１㎡あたり年間商品販売額は

４６都道府県で減少 －

平成１９年の小売業の売場面積１㎡あたり年間商品販売額を都道府県別にみ

ると、東京が１１８万円、神奈川が９０万円となっています。次いで、大阪、京都、愛

知の順となっています。

平成１６年と比べると、宮崎を除く４６都道府県で減少となっています。減少率が

大きいのは、和歌山（対平成１６年比▲１７.１％減）、宮城（同▲１４.３％減）、石川

（▲同１１.８％減）次いで、大分、愛媛などです。

［小売業］都道府県別売場面積１㎡あたりの年間商品販売額（平成１９年）

［小売業］都道府県別売場面積１㎡あたりの年間商品販売額の

対平成１６年比
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百貨店・総合スーパー

(-7.6)

0.0
-4.9
-9.9
-14.9
-19.9

0%以上

▲ 0％ ～ ▲ 5％未満

▲ 5％以下 ～ ▲10％未満

▲10％以下 ～ ▲15％未満

▲15％以下 ～ ▲20％未満

▲20％以下

都道府県別の比較：業態別年間商品販売額

－ 百貨店・総合スーパーの年間商品販売額は

４４都道府県で減少 －

平成１９年の年間商品販売額を業態別に都道府県別でみると、百貨店・総合ス

ーパー（対平成１６年比▲７.６％減）は、沖縄（同▲５９.８％減）、山形（同▲３２.９％

減）、宮城（同▲２９.８％減）など４４都道府県が減少しました。

専門スーパー（同▲１.３％減）は、香川（同２１.７％増）、沖縄（同１５.４％増）など

２１都府県が増加し、青森（同▲１５.３％減）、秋田（同▲１４.３％減）、大分（同▲

１３.７％減）など２６道県が減少しました。

コンビニエンスストア（同１.２％増）は、和歌山（同▲１３.９％減）、秋田（同▲１３.

３％減）など１９都道県が減少し、広島（同１５.４％増）、兵庫（同１４.０％増）、高知

（同１２.１％増）など２８府県が増加しました。

ドラッグストア（同１６.４％増）は、福島（同１１４.７％増）、静岡（同９２.６％増）、高

知（同７８.４％増）など３９都道府県が増加しました。

専門店・中心店（同２.７％増）は、島根（同▲１１.３％減）、富山（同▲６.５％減）な

ど１８道県が減少し、宮城（同１３.４％増）、沖縄（同１２.６％増）、千葉（同１１.５％

増）など２９都府県が増加しました。

［業態別］都道府県別年間商品販売額の対平成１６年比

＜百貨店・総合スーパー＞
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専門
スーパー

(-1.3)

6.0
3.0
0.0
-2.9
-5.9
-9.9

6％以上

3％以上 ～ 6％未満

0％以上 ～ 3％未満

▲ 0％ ～ ▲ 3％未満

▲ 3％以下 ～ ▲ 6％未満

▲ 6％以下 ～ ▲10％未満

▲10％以下

コンビニ
エンスストア

(1.2)

8.0
4.0
0.0
-1.9
-3.9

8％以上

4％以上 ～ 8％未満

0％以上 ～ 4％未満

▲0％ ～ ▲2％未満

▲2％以下 ～ ▲4％未満

▲4％以下

＜専門スーパー＞

＜コンビニエンスストア＞



第２部 地域別にみる商業

48 
 

ドラッグ
ストア

(16.4)

30
20
10
0

30％以上

20％以上 ～ 30％未満

10％以上 ～ 20％未満

0％以上 ～ 10％未満

▲ 0％～

専門店・
中心店

(2.7)

6.0
3.0
0.0
-2.9
-5.9

6％以上

3％以上 ～ 6％未満

0％以上 ～ 3％未満

▲0％ ～ ▲3％未満

▲3％以下 ～ ▲6％未満

▲6％以下

＜ドラッグストア＞

＜専門店・中心店＞
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19年

(84.3)

90
88
86
84
82

90％以上

88％以上 ～ 90％未満

86％以上 ～ 88％未満

84％以上 ～ 86％未満

82％以下 ～ 84％未満

82％未満

増減

(3.7)

9
6
3
0

9％以上

6％以上 ～ 9％未満

3％以上 ～ 6％未満

0％以上 ～ 3％未満

▲0％～

都道府県別比較：コンビニエンスストアの終日営業割合

－ コンビニエンスストアの終日営業の割合は４１都道府県で増加 －

平成１９年のコンビニエンスストアの終日営業割合は８４.３％となりました。これを

都道府県別にみると、終日営業割合の高いのは、静岡（９４.６％）、群馬（９４.４％）、

滋賀（９１.８％）、新潟（９１.５％）、栃木（９１.３％）の順となっています。一方、終日

割合の低いのは、北海道（６７.２％）、鹿児島（６７.６％）、島根（６９.１％）の順となり

ました。

平成１６年と比べると、３.７％の増加となっています。このうち、４１都道府県が増

加となっています。増加率が大きいのは、秋田（対平成１６年比２２.５％増）、岩手

（同１５.５％増）、鳥取（同１２.６％増）などとなっています。

［コンビニエンスストア］終日営業割合（平成１９年）

［コンビニエンスストア］終日営業割合の対平成１６年比
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10 商業集積地区 (事業所）

(427463)

16,000
12,000
8,000
4,000

16,000以上

12,000以上 ～ 16,000未満

8,000以上 ～ 12,000未満

4,000以上 ～ 8,000未満

4,000未満

20 オフィス街地区 (事業所）

(90536)

2,000
1,500
1,000
500

2,000以上

1,500以上 ～ 2,000未満

1,000以上 ～ 1,500未満

500以上 ～ 1,000未満

500未満

都道府県別比較：立地別にみる商店数

－ ２７都道府県で商業集積地区の立地割合が最も高い －

平成１９年の立地別の商店数を都道府県別にみると、商業集積地区、オフィス

街地区、工業地区は、東京での立地が最も多くなっています。一方、住宅地区は大

阪、その他地区は茨城に多く立地しています。

小売商店に占める立地別構成比の最も高い地区の商店数を都道府県別にみる

と、商業集積地区の割合が２７都道府県で最も高く、次いで、その他地区が１２県、

住宅地区が８県となりました。

都道府県別立地別の商店数(平成 19 年)

＜商業集積地区＞

＜オフィス街地区＞
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30 住宅地区 (事業所）

(339839)

13,000
10,000
7,000
4,000

13,000以上

10,000以上 ～ 13,000未満

7,000以上 ～ 10,000未満

4,000以上 ～ 7,000未満

4,000未満

40 工業地区 (事業所）

(65438)

2,000
1,600
1,200
800

2,000以上

1,000以上 ～ 2,000未満

1,000以上 ～ 1,600未満

800以上 ～ 1,200未満

800未満

＜住宅地区＞

＜工業地区＞
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50 その他地区 (事業所）

(214583)

6,500
5,500
4,500
3,500

6,500以上

5,500以上 ～ 6,500未満

1,000以上 ～ 5,500未満

3,500以上 ～ 4,500未満

3,500未満

事業所数 順位 (ランク)

5
4
3
2

商業集積地区

オフィス街地区

住宅地区

工業地区

その他地区

＜その他地区＞

［小売業］都道府県別立地別構成比の

最も高い地区（平成１９年）
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11 駅周辺型商業集積地区 (事業所）

(150855)

4,000
3,000
2,000
1,000

4,000以上

3,000以上 ～ 4,000未満

2,000以上 ～ 3,000未満

1,000以上 ～ 2,000未満

1,000未満

12 市街地型商業集積地区 (事業所）

(100965)

3,000
2,500
2,000
1,500

3,000以上

2,500以上 ～ 3,000未満

2,000以上 ～ 2,500未満

1,500以上 ～ 2,000未満

1,500未満

都道府県別比較：立地別にみる商店数（商業集積地区の内訳）

－ ２２都道府県で市街地型の立地割合が最も高い －

平成１９年の立地別の商店数を商業集積地区の内訳で都道府県別にみると、

駅周辺型、市街地型、住宅地背景型では、東京での立地が最も多く、次いで、神

奈川や大阪などに多く立地しています。一方、ロードサイド型は、愛知、福岡などに

多く立地しています。

小売商店の商業集積地区の内訳に占める地区別構成比の最も高い地区を都

道府県別にみると、市街地型が２２県、駅周辺型、住宅地背景型がともに１２都道

府県、ロードサイド型が１県の順となっています。

都道府県別商業集積地区の商店数内訳（平成 19 年）

＜駅周辺型＞

＜市街地型＞
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13 住宅地背景型商業集積地区 (事業所）

(122016)

4,000
3,000
2,000
1,000

4,000以上

3,000以上 ～ 4,000未満

2,000以上 ～ 3,000未満

1,000以上 ～ 2,000未満

1,000未満

14 ロードサイド型商業集積地区 (事業所）

(40001)

1,600
1,200
800
400

1600以上

1200以上 ～ 1600未満

800以上 ～ 1200未満

400以上 ～ 800未満

400未満

＜住宅地背景型＞

＜ロードサイド型＞
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15 その他の商業集積地区 (事業所）

(13626)

450
350
250
150

450以上

350以上 ～ 450未満

250以上 ～ 350未満

150以上 ～ 250未満

150未満

事業所 集積地区内訳 順位 （ランク）

5
4
3
2

駅周辺型

市街地型

住宅地背景型

ロードサイド型

その他

＜その他＞

［小売業］商業集積地区の内訳別構成比の

最も高い地区（平成１９年）
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大店舗数

(17,597)

500
400
300
200

500以上

400以上 ～ 500未満

300以上 ～ 400未満

200以上 ～ 300未満

200未満

大店舗数

15
10
5
0

15％以上

10％以上 ～ 15％未満

5％以上 ～ 10％未満

0％以上 ～ 5％未満

▲ 0％～

都道府県別比較：大規模小売店舗の商店数

－ 大規模小売店舗数は４３都道府県で増加 －

平成１９年の大規模小売店舗数は、１７，５９７店となりました。都道府県別にみ

ると、東京が１２８５店、北海道が９９３店、埼玉が９６３店の順となっています。次い

で、大阪、愛知の順に多く、これら上位５都道府県で全国の２８.４％を占めていま

す。

平成１６年と比べると、８.１％の増加となっています。このうち、４３都道府県が増

加となっています。増加率が大きいのは、石川（対平成１６年比６０.０％増）、愛媛

（同２１.９％増）、大分（同１９.１％増）、群馬（同１８.４％増）、栃木（同１７.３％増）な

どです。

［大規模小売店］都道府県別店舗数（平成１９年）

［大規模小売店］都道府県別店舗数の対平成１６年比
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19年人口1万人当たり

(1.38)

1.8
1.6
1.4
1.2

1.8以上

1.6以上 ～ 1.8未満

1.4以上 ～ 1.6未満

1.2以上 ～ 1.4未満

1.2未満

人口1万人当たり（前回比）

(8.0)

15
10
5
0

15％以上

10％以上 ～ 15％未満

5％以上 ～ 10％未満

0％以上 ～ 5％未満

▲ 0％～

都道府県別比較：人口１万人当たりの大規模小売店舗数

－ 人口１万人当たりの大規模小売店舗数は４２県で増加 －

平成１９年の人口１万人当たり大規模小売店舗数は、１.４店となりました。都道

府県別にみると、山形、香川、長野が２.０店となっています。次いで、栃木、岡山の

順に多くなっています。

平成１６年と比べると、８.０％の増加となっています。このうち、４２県が増加、

５府県が減少となっています。増加率が大きいのは、石川（対平成１６年比６１.２％

増）、愛媛（同２４.０％増）、大分（同２０.３％増）、群馬（同１９.４％増）、山口（同１８.

５％増）などです。

［大規模小売店］都道府県別人口１万人に当たり店舗数（平成１９年）

［大規模小売店］都道府県別人口１万人当たり店舗数の

対平成１６年比


